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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
Ｃ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｓｉ：１．０～５．０ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．０４～３
．０ｍａｓｓ％、ｓｏｌ．Ａｌ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｐ：０．０３０～０．２０
ｍａｓｓ％、Ｓ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｎ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｂ：０．
００１ｍａｓｓ％以下、Ｓｅ：０．００１ｍａｓｓ％以下を含有し、かつ、上記ｓｏｌ．
Ａｌ，Ｃ，ＢおよびＳｅが、下記式を満たして含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物
からなる成分組成を有し、板厚中心層における｛００１｝＜２５０＞、｛１１１｝＜１１
２＞および｛００１｝＜１００＞のＸ線強度比をそれぞれＳ、ＭおよびＣとしたとき、Ｓ
／２Ｍが１．０以上、Ｓ／５Ｃが１．０以上であることを特徴とする無方向性電磁鋼板。
　　　　　　　　記
　ｓｏｌ．Ａｌ＋Ｃ＋５Ｂ＋５Ｓｅ≦０．００５ｍａｓｓ％
【請求項２】
上記成分組成に加えてさらに、Ｓｎ：０．０１～０．２ｍａｓｓ％およびＳｂ：０．０１
～０．２ｍａｓｓ％のうちから選ばれる１種または２種を含有することを特徴とする請求
項１に記載の無方向性電磁鋼板。
【請求項３】
上記成分組成に加えてさらに、ＲＥＭ：０．０００５～０．００５ｍａｓｓ％、Ｍｇ：０
．０００５～０．００５ｍａｓｓ％およびＣａ：０．０００５～０．００５ｍａｓｓ％の
うちから選ばれる１種または２種以上を含有することを特徴とする請求項１または２に記
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載の無方向性電磁鋼板。
【請求項４】
板厚が０．０５～０．３０ｍｍであることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記
載の無方向性電磁鋼板。
【請求項５】
平均結晶粒径が４０μｍ未満であることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載
の無方向性電磁鋼板。
【請求項６】
請求項１～３のいずれか１項に記載の成分組成を有する鋼スラブを熱間圧延した後、均熱
温度が８００～１２００℃、均熱時間が５ｍｉｎ以下の熱延板焼鈍を施し、１回または中
間焼鈍を挟む２回以上の冷間圧延により最終板厚の冷延板とし、仕上焼鈍を施す一連の工
程からなる無方向性電磁鋼板の製造方法において、
最終冷間圧延における少なくとも１パスの圧延機出側の板温を１００～３００℃の範囲と
することにより、
得られる無方向性電磁鋼板の板厚中心層における｛００１｝＜２５０＞、｛１１１｝＜１
１２＞および｛００１｝＜１００＞のＸ線強度比をそれぞれＳ、ＭおよびＣとしたとき、
Ｓ／２Ｍが１．０以上、Ｓ／５Ｃが１．０以上とすることを特徴とする無方向性電磁鋼板
の製造方法。
【請求項７】
最終冷間圧延の圧下率を８０％以上とすることを特徴とする請求項６に記載の無方向性電
磁鋼板の製造方法。
【請求項８】
上記仕上焼鈍における均熱温度を６００℃以上９００℃未満とすることを特徴とする請求
項６または７に記載の無方向性電磁鋼板の製造方法。
【請求項９】
請求項１～４のいずれか１項に記載の無方向性電磁鋼板を積層したステータコアとロータ
コアからなるモータコアであって、ロータコアの平均結晶粒径が４０μｍ未満、ステータ
コアの平均結晶粒径が４０μｍ以上であることを特徴とするモータコア。
【請求項１０】
請求項５に記載の無方向性電磁鋼板を積層したステータコアとロータコアからなるモータ
コアの製造方法であって、ステータコアに歪取焼鈍を施して平均結晶粒径を４０μｍ以上
とすることを特徴とするモータコアの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、モータや変圧器等の鉄心材料に用いられる磁気特性に優れた無方向性電磁鋼
板とその製造方法ならびにその無方向性電磁鋼板を用いたモータコアとその製造方法に関
するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境問題やコストダウンの観点から、多くの分野において、消費エネルギーの削
減が強く求められている。これに伴い、モータや変圧器等の鉄心材料として広く用いられ
ている軟磁性材料の無方向性電磁鋼板には、低鉄損化および高磁束密度化が求められるよ
うになってきている。
【０００３】
　無方向性電磁鋼板の鉄損を低減するには、ＳｉやＡｌ等の成分の添加量を増やして、鋼
板の電気抵抗を増大させることが有効である。電気抵抗が増大すると、鋼板が磁化される
ことによって生じる渦電流損が低減するからである。しかし、ＳｉやＡｌの多量の添加は
、磁束密度の低下を招き、モータのトルクが低下したり、銅損が増加したりするという新
たな問題を引き起こす。
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【０００４】
　そこで、鋼板の集合組織を改善して磁束密度を高める研究開発が従来から積極的になさ
れている。磁束密度を高めるためには、板面に平行な方向に磁化容易軸である＜００１＞
を増やし、磁化困難軸である＜１１１＞や＜１１０＞を減らす、すなわち、磁気特性が良
好な集合組織、具体的には、板面と平行な｛１００｝面が多く、磁化容易軸＜００１＞が
板面内に多く存在する集合組織を発達させることが有効である。
【０００５】
　このような集合組織を発達させる方法として、例えば、特許文献１には、Ａｌ含有量を
極力低減した上で温間圧延を施す方法が、また、特許文献２には、鋼中にＰを添加し、か
つ、冷間圧延前に低温・長時間のバッチ焼鈍を施す方法が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００２－００３９４４号公報
【特許文献２】特開２００５－２００７５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、発明者らの調査・研究によれば、特許文献１に提案された方法では、あ
る程度の磁束密度向上効果は得られるものの、近年における厳しい要求に応えるためには
、さらなる改善が必要である。また、特許文献２に提案された方法は、低温・長時間のバ
ッチ焼鈍が必要となるため、生産性の低下や製造コストの上昇を招くという問題がある。
【０００８】
　本発明は、従来技術が抱える上記問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、モ
ータや変圧器等に用いて好適な、磁気特性に優れる無方向性電磁鋼板を、コストアップを
極力抑制して安定的に提供するとともに、その無方向性電磁鋼板の有利な製造方法を提案
することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　発明者らは、無方向性電磁鋼板の磁気特性を改善する方法について鋭意研究を行った。
その結果、鋼板にＰを添加した上で、Ｐ偏析を抑制する元素であるＡｌ，ＣおよびＢの含
有量を低減することで、磁気特性に好ましい集合組織を発達させることができ、ひいては
、高磁束密度の無方向性電磁鋼板を得ることができることを見出し、本発明を開発するに
至った。
【００１０】
　すなわち、本発明は、Ｃ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｓｉ：１．０～５．０ｍａｓｓ
％、Ｍｎ：０．０４～３．０ｍａｓｓ％、ｓｏｌ．Ａｌ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｐ
：０．０３０～０．２０ｍａｓｓ％、Ｓ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｎ：０．００５ｍ
ａｓｓ％以下、Ｂ：０．００１ｍａｓｓ％以下、Ｓｅ：０．００１ｍａｓｓ％以下を含有
し、かつ、上記ｓｏｌ．Ａｌ，Ｃ，ＢおよびＳｅが、下記式；
　ｓｏｌ．Ａｌ＋Ｃ＋５Ｂ＋５Ｓｅ≦０．００５ｍａｓｓ％
を満たして含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成を有し、板厚中心
層における｛００１｝＜２５０＞、｛１１１｝＜１１２＞および｛００１｝＜１００＞の
Ｘ線強度比をそれぞれＳ、ＭおよびＣとしたとき、Ｓ／２Ｍが１．０以上、Ｓ／５Ｃが１
．０以上であることを特徴とする無方向性電磁鋼板である。
【００１１】
　また、本発明の無方向性電磁鋼板は、上記成分組成に加えてさらに、Ｓｎ：０．０１～
０．２ｍａｓｓ％およびＳｂ：０．０１～０．２ｍａｓｓ％のうちから選ばれる１種また
は２種を含有することを特徴とする。
【００１２】
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　また、本発明の無方向性電磁鋼板は、上記成分組成に加えてさらに、ＲＥＭ：０．００
０５～０．００５ｍａｓｓ％、Ｍｇ：０．０００５～０．００５ｍａｓｓ％およびＣａ：
０．０００５～０．００５ｍａｓｓ％のうちから選ばれる１種または２種以上を含有する
ことを特徴とする。
【００１３】
　また、本発明の無方向性電磁鋼板は、板厚が０．０５～０．３０ｍｍであることを特徴
とする。
【００１４】
　また、本発明の無方向性電磁鋼板は、平均結晶粒径が４０μｍ未満であることを特徴と
する。
【００１５】
　また、本発明は、上記のいずれかに記載の成分組成を有する鋼スラブを熱間圧延した後
、均熱温度が８００～１２００℃、均熱時間が５ｍｉｎ以下の熱延板焼鈍を施し、１回ま
たは中間焼鈍を挟む２回以上の冷間圧延により最終板厚の冷延板とし、仕上焼鈍を施す一
連の工程からなる無方向性電磁鋼板の製造方法において、最終冷間圧延における少なくと
も１パスの圧延機出側の板温を１００～３００℃の範囲とすることを特徴とする無方向性
電磁鋼板の製造方法を提案する。
【００１６】
　また、本発明の無方向性電磁鋼板の製造方法は、最終冷間圧延の圧下率を８０％以上と
することを特徴とする。
【００１７】
　また、本発明の無方向性電磁鋼板の製造方法は、上記仕上焼鈍における均熱温度を６０
０℃以上９００℃未満とすることを特徴とする。
【００１８】
　また、本発明は、上記のいずれかに記載の無方向性電磁鋼板を積層したステータコアと
ロータコアからなるモータコアであって、ロータコアの平均結晶粒径が４０μｍ未満、ス
テータコアの平均結晶粒径が４０μｍ以上であることを特徴とするモータコアである。
【００１９】
　また、本発明は、上記に記載の平均結晶粒径が４０μｍ未満である無方向性電磁鋼板を
積層したステータコアとロータコアからなるモータコアの製造方法であって、ステータコ
アに歪取焼鈍を施して平均結晶粒径を４０μｍ以上とすることを特徴とするモータコアの
製造方法を提案する。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、製造コストの上昇を招くことなく、高い磁束密度を有する無方向性電
磁鋼板を安定して製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】ｓｏｌ．Ａｌ，Ｃ，ＢおよびＳｅの含有量と磁束密度Ｂ５０との関係に及ぼすＰ
含有量の影響を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　まず、本発明を開発するに至った実験について説明する。
＜実験１＞
　基本成分としてＳｉ：３．３５ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．２５ｍａｓｓ％を含有し、さら
に、Ｃ，Ｐ，ｓｏｌ．Ａｌ，ＢおよびＳｅをそれぞれＣ：０．０００５～０．０１００ｍ
ａｓｓ％、Ｐ：０．０１～０．２ｍａｓｓ％、ｓｏｌ．Ａｌ：０．００１～０．００５ｍ
ａｓｓ％、Ｂ：０．００００１～０．０００２０ｍａｓｓ％およびＳｅ：０．００００１
～０．０００２０ｍａｓｓ％の範囲で含有する鋼を真空溶解炉で溶製し、鋳造して鋼塊と
した。この際、すべての鋼塊におけるＮおよびＳの含有量は、０．００２～０．００３ｍ
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　次いで、上記鋼塊を、１１００℃×３０分の加熱後、熱間圧延して板厚１．９ｍｍの熱
延板とした後、１０００℃×３０秒の均熱処理後、冷却速度３０℃／ｓｅｃで室温まで冷
却する連続焼鈍を模擬した熱延板焼鈍を施した。その後、酸洗してスケールを除去した後
、冷間圧延して最終板厚０．２０ｍｍの冷延板とした。
　ここで、上記冷間圧延では、素材鋼板（熱延板）を、圧延機出側の板温が１５０～２０
０℃となるよう事前に加熱しておいてから０．５０ｍｍまで圧延する１回目の冷間圧延を
行った後、１００℃以下の温度で２回目の冷間圧延（最終冷間圧延）を行い、最終板厚０
．２０ｍｍの冷延板に仕上げた。
【００２３】
　斯くして得た冷延板に、１０００℃×３０秒の仕上焼鈍を施した後、エプスタイン試験
で磁束密度Ｂ５０を測定した。
　図１は、上記の測定結果を、横軸に（ｓｏｌ．Ａｌ＋Ｃ＋５Ｂ＋５Ｓｅ）を、縦軸に磁
束密度Ｂ５０をとって、Ｐの含有量別に示したものである。
　この図から、Ｐを０．０３ｍａｓｓ％以上含有している鋼板では、（ｓｏｌ．Ａｌ＋Ｃ
＋５Ｂ＋５Ｓｅ）を０．００５ｍａｓｓ％以下に低減することで、磁束密度を高めること
ができることが明らかとなった。
【００２４】
　上記のような磁束密度向上効果が得られる原因を調査するため、上記実験に用いた熱延
焼鈍板を低温で割断し、その断面をオージェ電子分光法で分析したところ、高い磁束密度
が得られた鋼板では、Ｐが粒界に多く偏析していることがわかった。
　また、（ｓｏｌ．Ａｌ＋Ｃ＋５Ｂ＋５Ｓｅ）が０．００２５５～０．００２７５ｍａｓ
ｓ％の鋼について、仕上焼鈍後の鋼板の板厚中心部の集合組織をＸ線で調査した結果を表
１に示したが、高い磁束密度を示した鋼板では、｛００１｝＜２５０＞が高く、｛１１１
｝＜１１２＞や｛００１｝＜１００＞が低い、すなわち、Ｓが高く、ＭおよびＣが低い、
特徴的な集合組織が得られていることがわかった。
【００２５】



(6) JP 6260800 B2 2018.1.17

10

20

30

40

50

【表１】

【００２６】
＜実験２＞
　基本成分としてＳｉ：３．１ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．２５ｍａｓｓ％、ｓｏｌ．Ａｌ：
０．２５ｍａｓｓ％を含有し、さらに、Ｃ，Ｐ，ＢおよびＳｅをそれぞれＣ：０．０００
５～０．０１００ｍａｓｓ％、Ｐ：０．０１～０．２ｍａｓｓ％、Ｂ：０．００００１～
０．０００２０ｍａｓｓ％、Ｓｅ：０．００００１～０．０００２０ｍａｓｓ％の範囲で
含有する各種成分組成を有する鋼を真空溶解炉で溶製し、鋳造して鋼塊とした。この際、
すべての鋼塊におけるＮおよびＳの含有量は、０．００２～０．００３ｍａｓｓ％の範囲
に制御した。
　次いで、上記鋼塊を、１１００℃×３０分の加熱後、熱間圧延して板厚１．９ｍｍの熱
延板とした後、１０００℃×３０秒の均熱処理後、冷却速度３０℃／ｓｅｃで室温まで冷
却する連続焼鈍を模擬した熱延板焼鈍を施した。その後、酸洗してスケールを除去した後
、冷間圧延して最終板厚０．２０ｍｍの冷延板とした。ここで、上記冷間圧延では、素材
鋼板（熱延板）を事前に加熱し、圧延機出側の板温が１５０～２００℃となるようにして
０．５０ｍｍまで圧延する１回目の冷間圧延を行った後、１００℃以下の温度で２回目の
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冷間圧延（最終冷間圧延）を行い、最終板厚０．２０ｍｍの冷延板に仕上げた。
【００２７】
　斯くして得た冷延板に、１０００℃×３０秒の仕上焼鈍を施した後、エプスタイン試験
で磁束密度Ｂ５０を測定した。その結果、Ａｌを比較的多く含有する鋼板の場合、Ｃ，Ｂ
，ＰおよびＳｅの含有量によらず、磁束密度Ｂ５０は１．６９Ｔ程度でほぼ一定であった
。また、上記実験に用いた熱延焼鈍板を低温で割断し、その断面をオージェ電子分光法で
調査したところ、いずれの鋼板もＰの粒界偏析は認められなかった。
【００２８】
　以上の結果より、鋼板にＰを添加し、かつＰ偏析を抑制する元素であるＡｌ，Ｃ，Ｂお
よびＳｅ含有量を低減することで、温間圧延やバッチ焼鈍を行うことなく、集合組織を改
善できることが明らかとなった。Ｐは、熱延板焼鈍において結晶粒界に偏析し、粒界強度
を高めて、冷間圧延における粒界付近の歪分布を変化し、粒界から核生成する｛１１１｝
＜１１２＞再結晶粒を低減する。その結果、粒内（変形帯）から核生成する｛００１｝＜
２５０＞再結晶粒が相対的に優位となり、｛００１｝＜２５０＞への強い集積が得られる
ものと考えられる。ここで、変形帯を導入する手段としては、温間圧延が最も効果的であ
る。なお、本発明で得られる鋼板における｛００１｝＜２５０＞の集積度は高く、例えば
、＜００１＞／／ＮＤ軸を中心に約２０度回転した｛００１｝＜１００＞にはほとんど集
積が認められないことが特徴である。
【００２９】
　上記のような効果が得られる詳細なメカニズムは明らかでないが、特許文献１には、Ａ
ｌが特定粒界の粒界性格を変化させるとの指摘があることから、Ａｌの低減により粒界構
造が変化し、Ｐが粒界に偏析しやすくなった可能性がある。すなわち、Ｐ偏析を阻害する
Ｃ，Ｂ，Ｓｅを低減した上で、さらにＡｌを低減したことにより、Ｐの粒界偏析が効果的
に促進されたものと考えられる。
【００３０】
　従来、Ｐの粒界偏析は、比較的低温・長時間の熱処理によって発生すると考えられてき
た。例えば、特許文献２によれば、Ｐを偏析させる熱処理条件は３００～６００℃×３ｈ
ｒである。しかし、Ａｌ，Ｃ，ＢおよびＳｅを低減した場合には、上記のような高温・短
時間の熱延板焼鈍においてもＰの偏析が促進されることは、従来の知見からは全く予測が
できない現象である。
【００３１】
　次に、本発明で得られる材料を、モータコアに適用したときのモータ特性を調査するた
め、リング試験による評価を行った。
　Ｃ：０．００１３ｍａｓｓ％、Ｓｉ：３．４ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．０８ｍａｓｓ％、
ｓｏｌ．Ａｌ：０．０００８ｍａｓｓ％、Ｐ：０．０８ｍａｓｓ％、Ｓ：０．００１８ｍ
ａｓｓ％、Ｎ：０．００２２ｍａｓｓ％、Ｂ：０．００００１ｍａｓｓ％、Ｓｅ：０．０
０００１ｍａｓｓ％およびＳｎ：０．０３ｍａｓｓ％を含有し、残部がＦｅおよび不可避
不純物からなる成分組成の鋼Ａ、および、Ｃ：０．００１１ｍａｓｓ％、Ｓｉ：３．４ｍ
ａｓｓ％、Ｍｎ：０．０９ｍａｓｓ％、ｓｏｌ．Ａｌ：０．００１０ｍａｓｓ％、Ｐ：０
．０１ｍａｓｓ％、Ｓ：０．００１９ｍａｓｓ％、Ｎ：０．００２０ｍａｓｓ％、Ｂ：０
．００００２ｍａｓｓ％、Ｓｅ：０．００００１ｍａｓｓ％およびＳｎ：０．０３ｍａｓ
ｓ％を含有し、残部がＦｅおよび不可避不純物からなる成分組成の鋼Ｂを、それぞれ真空
溶解炉で溶製し、鋳造して鋼塊とした。
　次いで、上記鋼塊を１１２０℃×３０分の加熱後、熱間圧延して板厚１．６ｍｍの熱延
板とした後、１０５０℃×３０秒の均熱処理後、３０℃／ｓｅｃで室温まで冷却する熱延
板焼鈍を施した。その後、酸洗してスケールを除去した後、冷間圧延して最終板厚０．０
５～０．５０ｍｍの冷延板とした。ここで、上記冷間圧延では、素材鋼板（熱延板）を事
前に加熱し、圧延機出側の板温が１５０～２００℃となるようにして０．５０ｍｍまで圧
延する１回目の冷間圧延を行った後、１００℃以下の温度で２回目の冷間圧延（最終冷間
圧延）を行い、最終板厚の冷延板に仕上げた。
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【００３２】
　次いで、上記冷延板に１０００℃×３０秒の仕上焼鈍を施し、得られた焼鈍後の鋼板か
ら外径４５ｍｍ、内径３３ｍｍの寸法のリング試料を打ち抜き、これを１０枚積層した後
、１次巻線および２次巻線をそれぞれ１００ターン巻いて、磁束密度Ｂ５０を測定した。
また、仕上焼鈍後の鋼板の板厚中心部における集合組織を、Ｘ線で測定した。
【００３３】
　上記磁束密度の測定結果を表２に示した。この結果から、Ｐの含有量が高い鋼Ａから得
た鋼板では、冷間圧延後の最終板厚が薄くなるほど磁束密度が高くなっているのに対して
、Ｐの含有量が低い鋼Ｂから得た鋼板では、最終板厚による影響は認められないことがわ
かる。
　また、｛００１｝＜２５０＞、｛１１１｝＜１１２＞および｛００１｝＜１００＞のＸ
線強度比を、それぞれＳ，Ｍ，ＣとしたときのＳ／２ＭおよびＳ／５Ｃの値を表２に併せ
て示したが、鋼Ａから得た鋼板では、Ｓ／２ＭおよびＳ／５Ｃの値が、最終板厚が薄くな
るほど高くなっているのに対して、鋼Ｂから得た鋼板では、そのような傾向は認められな
い。この結果から、Ｐの粒界偏析による集合組織の先鋭化は、特に最終板厚が薄いときに
顕著となることがわかる。
【００３４】
　これは、圧延集合組織の先鋭度が高まることによって、再結晶集合組織の主方位｛００
１｝＜２５０＞の先鋭度が高まるためと推定される。このような集合組織の発達により、
リング磁気特性が改善される理由については、第一に、｛１１１｝＜１１２＞が低下する
ことにより、板面と平行な磁化困難軸が減少すること、第二に、｛００１｝＜２５０＞の
発達により、板面と平行な磁化容易軸＜１００＞が増加すること、第三に、｛００１｝＜
１００＞は板面内に等価な＜１００＞方位を４つ有するのに対して、｛００１｝＜２５０
＞は板面内に等価な＜１００＞方位を８つ有するため、｛００１｝＜２５０＞は｛００１
｝＜１００＞よりも面内異方性の低減に有利であること、によるものと考えられる。
　本発明は、上記の新規な知見に基いて開発したものである。
【００３５】
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【表２】

【００３６】
　次に、本発明の無方向性電磁鋼板（製品板）の成分組成について説明する。
Ｃ：０．００５ｍａｓｓ％以下
　Ｃは、０．００５ｍａｓｓ％を超えて含有すると、熱延板焼鈍におけるＰ偏析が抑制さ
れ、Ｐによる磁束密度を向上する効果が失われる。また、磁気時効によって鉄損が劣化す
る。よって、Ｃ含有量の上限は０．００５ｍａｓｓ％とする。好ましくは０．００２ｍａ
ｓｓ％以下である。
【００３７】
Ｓｉ：１．０～５．０ｍａｓｓ％
　Ｓｉは、鋼の比抵抗を増加させ、鉄損を低減する効果があるので、１．０ｍａｓｓ％以
上添加する。しかし、５．０ｍａｓｓ％を超えて添加すると、鋼が脆くなり、冷間圧延で
破断を起こすようになる。したがって、Ｓｉ含有量は１．０～５．０ｍａｓｓ％の範囲と
する。好ましくは２．５～４．０ｍａｓｓ％の範囲である。
【００３８】
Ｍｎ：０．０４～３．０ｍａｓｓ％
　Ｍｎは、鋼の熱間脆性を防止する効果を有するとともに、ＭｎＳ等の析出物を粗大化さ
せて粒成長性を改善し、さらに、比抵抗を増加させて鉄損を低減する効果があるので、０
．０４ｍａｓｓ％以上添加する。しかし、３．０ｍａｓｓ％超え添加しても、上記の効果
が飽和し、コストアップとなるので、Ｍｎ含有量は０．０４～３．０ｍａｓｓ％の範囲と
する。好ましくは０．１～１．０ｍａｓｓ％の範囲である。
【００３９】
ｓｏｌ．Ａｌ：０．００５ｍａｓｓ％以下
　Ａｌは、含有量がｓｏｌ．Ａｌで０．００５ｍａｓｓ％を超えると、熱延板焼鈍におけ
るＰ偏析が抑制され、Ｐの磁束密度改善効果が失われる。また、微細なＡｌＮが増加し、
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粒成長性が低下する。よって、Ａｌの含有量は、ｓｏｌ．Ａｌで０．００５ｍａｓｓ％以
下に制限する。好ましくは０．００２ｍａｓｓ％以下である。
【００４０】
Ｐ：０．０３～０．２ｍａｓｓ％
　Ｐは、本発明においては最も重要な元素の一つであり、熱延板焼鈍の際に粒界偏析し、
仕上焼鈍板の集合組織を改善する効果を有するため０．０３ｍａｓｓ％以上の添加を必須
とする。しかし、０．２ｍａｓｓ％を超えて添加すると、上記効果が飽和し、また、鋼が
脆化して冷間圧延で破断を起こし易くなる。よって、Ｐ含有量は０．０３～０．２ｍａｓ
ｓ％の範囲とする。好ましくは０．０５～０．１ｍａｓｓ％の範囲である。
【００４１】
Ｓ：０．００５ｍａｓｓ％以下
　Ｓは、含有量が０．００５ｍａｓｓ％を超えると、ＭｎＳ等の析出物が増加し、粒成長
性を阻害する。したがって、Ｓ含有量の上限は０．００５ｍａｓｓ％とする。好ましくは
０．００３ｍａｓｓ％以下である。
【００４２】
Ｎ：０．００５ｍａｓｓ％以下
　Ｎは、含有量が０．００５ｍａｓｓ％を超えると、ＡｌＮ等の析出物が増加し、粒成長
性を阻害する。したがって、Ｎ含有量の上限は０．００５ｍａｓｓ％とする。好ましくは
０．００３ｍａｓｓ％以下である。
【００４３】
Ｂ：０．００１ｍａｓｓ％以下
　Ｂは、含有量が微量でも、Ｐ偏析に影響を与えるため、厳しい規制が必要である。特に
、Ｂの含有量が０．００１ｍａｓｓ％を超えると、熱延板焼鈍におけるＰ偏析が抑制され
、Ｐの磁束密度改善効果が失われる。したがって、Ｂ含有量の上限は０．００１ｍａｓｓ
％とする。好ましくは０．０００３ｍａｓｓ％以下である。
【００４４】
Ｓｅ：０．００１ｍａｓｓ％以下
　Ｓｅは、Ｂと同様、微量でも集合組織に影響を与えるため、厳しい規制が必要である。
特に、Ｓｅの含有量が０．００１ｍａｓｓ％を超えると、熱延板焼鈍におけるＰ偏析が抑
制され、Ｐの磁束密度改善効果が失われる。したがって、Ｓｅ含有量の上限は０．００１
ｍａｓｓ％とする。好ましくは０．０００３ｍａｓｓ％以下である。
【００４５】
　本発明の無方向性電磁鋼板は、上記成分組成を満たして含有することに加えて、Ｐの粒
界偏析を阻害するｓｏｌ．Ａｌ，Ｃ，ＢおよびＳｅが、下記の式を満たして含有すること
が必要である。
　ｓｏｌ．Ａｌ＋Ｃ＋５Ｂ＋５Ｓｅ≦０．００５ｍａｓｓ％
　上記式の左辺の値が０．００５ｍａｓｓ％を超えた場合には、熱延板焼鈍におけるＰの
粒界偏析が抑制され、磁束密度向上効果が得られなくなる。好ましくは０．００３ｍａｓ
ｓ％以下である。なお、上記左辺を０．００１ｍａｓｓ％未満に低減するのは、製鋼コス
トが顕著に増加するため、下限は０．００１ｍａｓｓ％程度とするのが好ましい。
【００４６】
　本発明の無方向性電磁鋼板は、上記成分以外の残部は、Ｆｅおよび不可避的不純物であ
る。ただし、磁気特性等の向上を目的として、上記の必須成分に加えて、以下の成分のう
ちから選ばれる１種または２種以上を含有していてもよい。
Ｓｎ，Ｓｂ：それぞれ０．０１～０．２ｍａｓｓ％
　ＳｎおよびＳｂは、再結晶集合組織の｛１１１｝結晶粒を低減して磁束密度を高める効
果があるので、それぞれ０．０１ｍａｓｓ％以上添加することができる。しかし、０．２
ｍａｓｓ％を超えて添加しても、上記効果が飽和する。よって、ＳｎおよびＳｂの含有量
は、それぞれ０．０１～０．２ｍａｓｓ％の範囲とするのが好ましい。より好ましくは、
それぞれ０．０２～０．１ｍａｓｓ％の範囲である。
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【００４７】
ＲＥＭ，Ｍｇ，Ｃａ：それぞれ０．０００５～０．００５ｍａｓｓ％
　ＲＥＭ，ＭｇおよびＣａは、硫化物を粗大化し、粒成長性を改善する効果があるので、
それぞれ０．０００５ｍａｓｓ％以上添加することができる。しかし、０．００５ｍａｓ
ｓ％を超えて添加すると、却って粒成長性が悪化するため、ＲＥＭ，Ｍｇ，Ｃａは、それ
ぞれ０．０００５～０．００５ｍａｓｓ％の範囲とするのが好ましい。より好ましくは、
それぞれ０．００１～０．００３ｍａｓｓ％の範囲である。
【００４８】
　次に、本発明の無方向性電磁鋼板の製造方法について説明する。
　本発明の無方向性電磁鋼板の製造方法は、上記した成分組成を有する鋼スラブを熱間圧
延した後、熱延板焼鈍を施し、１回または中間焼鈍を挟む２回以上の冷間圧延により最終
板厚の冷延板とし、仕上焼鈍を施す一連の工程からなる。
【００４９】
　まず、上記に説明した成分組成に調整した鋼は、通常の精錬プロセスで溶製することが
できる。この際、Ｃ，Ａｌ，ＢおよびＳｅは、製鋼プロセスで混入しやすい元素であるの
で、スクラップ等の原料は厳格な管理が必要である。続く、鋼素材（スラブ）を製造する
方法は、造塊－分塊法や連続鋳造法によるのが一般的であるが、上記方法ではなく、直接
鋳造法で１００ｍｍ以下の厚さの薄鋳片を製造してもよい。
【００５０】
　次いで、上記スラブを加熱炉で再加熱して熱間圧延に供するが、鋳造後、再加熱するこ
となく直ちに熱間圧延に供してもよい。熱間圧延条件は、特に制限はなく、常法に従って
行なえばよい。なお、薄鋳片の場合には、熱間圧延しても良いし、熱間圧延を省略して、
そのまま以後の工程に進めてもよい。
【００５１】
　熱間圧延に続く熱延板焼鈍は、均熱温度を８００～１２００℃、均熱時間を５ｍｉｎ以
下として行う。均熱温度が８００℃未満では、熱間圧延におけるバンド組織が残留してリ
ジングが発生しやすく、一方、１２００℃を超えると、効果が飽和するだけでなく、焼鈍
コストが上昇するからである。また、均熱時間は生産性を確保する観点から、５ｍｉｎ以
下とする。より好ましくは、均熱温度は９００～１１００℃、均熱時間は２ｍｉｎ以下で
ある。なお、均熱後の冷却速度は、磁気特性に大きな影響を及ぼさないため、特に規定し
ないが、１～１００℃／ｓｅｃの冷却速度で冷却するのが、生産性や製造コストの観点か
らは好ましい。なお、焼鈍炉は、バッチ焼鈍炉では生産性が低いため、連続焼鈍炉を用い
ることが好ましい。
【００５２】
　熱延板焼鈍後の鋼板は、その後、酸洗してから、１回または中間焼鈍を挟む２回以上の
冷間圧延により最終板厚の冷延板とする。中間焼鈍を挟む場合は、熱延板焼鈍と同様に連
続焼鈍炉で、均熱温度を８００～１２００℃、均熱時間を５ｍｉｎ以下として施すことが
好ましい。なお、より好ましい均熱温度は９００～１１００℃、均熱時間は１ｓｅｃ～２
ｍｉｎの範囲である。
【００５３】
　なお、本発明において、この冷間圧延は重要な工程であり、最終冷間圧延における少な
くとも１パスの圧延機出側材料温度（板温）を１００～３００℃の範囲とすることが好ま
しい。より好ましくは１３０～２００℃の範囲である。この処理によって、変形帯の形成
を促進し、｛００１｝＜２５０＞集合組織を発達させることができる。１００℃未満では
｛１１１｝方位の発達が強くなり、一方、３００℃を超えると逆に集合組織がランダム化
する傾向がある。なお、圧延機出側の板温は、放射温度計や接触式温度計で測定すること
ができる。
【００５４】
　また、最終冷間圧延の圧下率は、８０％以上とすることが好ましい。圧下率を８０％以
上とすることで、集合組織の先鋭性を高め、リング磁気特性を改善することができる。圧
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下率の上限は、特に規制しないが、９８％を超えると、圧延コストが顕著に増加するので
、９８％以下とするのが好ましい。より好ましくは８５～９５％の範囲である。
【００５５】
　なお、最終板厚、すなわち、製品板厚は、圧下率を高くするため、０．０５～０．３０
ｍｍの範囲とするのが好ましい。より好ましくは０．１０～０．２０ｍｍの範囲である。
【００５６】
　最終冷間圧延後の冷延板は、その後、仕上焼鈍を施し、必要に応じて絶縁コーティング
を施して製品板とする。絶縁コーティングは公知のものを用いることができ、無機コーテ
ィング、有機コーティング、無機－有機混合コーティングなどを、要求される特性や目的
に応じて使い分ければよい。
【００５７】
　上記製造方法により得られる本発明の無方向性電磁鋼板は、板厚中心層における｛００
１｝＜２５０＞、｛１１１｝＜１１２＞および｛００１｝＜１００＞のＸ線強度比をそれ
ぞれＳ，Ｍ，Ｃとしたとき、Ｓが高くＭ，Ｃが低い特徴的な集合組織が得られ、特に、Ｓ
／２ＭおよびＳ／５Ｃが１．０以上の集合組織とすることで、優れた磁気特性が得られ、
Ｓ／２ＭおよびＳ／５Ｃをそれぞれ１．５以上とすることで、より優れた磁気特性とする
ことができる。なお、本発明では、上記集合組織は、板厚中心部に対して規定する。表層
付近の集合組織は、圧延時の摩擦係数の変動の影響を受けるため、バラツキが大きく、磁
気特性との相関がよくないためである。
【００５８】
　ここで、上記集合組織を測定するには、例えば｛１１０｝、｛２００｝、｛２１１｝、
｛３１０｝極点図から選んだ複数の極点図（好ましくは３つ以上）を用い、級数展開法や
ＡＤＣ法でＯＤＦを計算すればよい。本発明で規定する｛００１｝＜２５０＞、｛１１１
｝＜１１２＞および｛００１｝＜１００＞方位の強度は、例えば、ＯＤＦにおける、オイ
ラー角（Φ，φ１，φ２）でそれぞれ（０°，２３°，４５°）（５５°，９０°，４５
°）（０°，４５°，４５°）の値を用いればよい。なお、集合組織の測定方法は、上記
の方法に限るものではなく、その他の公知の方法を用いてもよい。
【００５９】
　上記に説明した方法で製造した本発明の無方向性電磁鋼板は、面内異方性が小さく、磁
束密度が高いため、モータコアの材料として好適に用いることができる。しかし、上記鋼
板を高速回転モータに適用した場合には、ロータコアのブリッジ部が疲労破壊しやすいと
いう問題がある。この原因は、まだ十分に明らかとなっていないが、Ｐは再結晶後の結晶
粒界へ偏析しやすい成分であるため、製品板の粒界強度が低く、コアを打抜加工する際、
端面付近に微細な粒界割れが生じ、これが疲労破壊の起点になっているものと推察してい
る。
【００６０】
　上記結晶粒界へのＰの偏析を抑制するためには、仕上焼鈍温度を低くすることが有効で
ある。具体的には、仕上焼鈍温度を９００℃未満とするのが好ましく、８００℃未満とす
るのがより好ましい。なお、仕上焼鈍温度の下限は、再結晶率を１００％とし、かつ、転
位密度を十分に低減して、鉄損を改善する観点から６００℃とするのが好ましい。より好
ましくは７００℃以上である。
【００６１】
　また、上記のように仕上焼鈍温度を低くすると、結晶粒径が微細化し、引張強度が向上
する。一般に、疲労強度（疲労限度）は、引張強さや降伏応力（０．２％耐力）が高いほ
ど高くなるので、結晶粒径の微細化を介しても疲労強度を向上することができる。上記効
果を得るためには、仕上焼鈍後の鋼板に結晶粒径は４０μｍ未満とするのが好ましい。こ
こで、上記結晶粒径は、光学顕微鏡で撮影した圧延方向の断面組織写真から、圧延方向と
板厚方向について切断法で測定した平均結晶粒径のことをいう。なお、より好ましくは３
０μｍ未満、さらに好ましくは２０μｍ未満である。
【００６２】
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　しかし、結晶粒径が４０μｍ未満になると、鉄損が増加し、モータ効率が低下するとい
う問題がある。しかし、この問題は、例えば、ハイブリッド自動車（ＨＥＶ）の動力源に
用いられるＳＰＭやＩＰＭ等の永久磁石型モータのコアように、ロータコアの鉄損が小さ
く、ステータコアの鉄損が支配的である場合には、ロータコアは結晶粒が小さいままとす
る一方、ステータコアのみに歪取焼鈍を施して結晶粒を大きくし、鉄損を低減することが
有効である。上記の鉄損低減効果を得るためには、歪取焼鈍後の結晶粒径を４０μｍ以上
とするのが好ましい。より好ましくは７０μｍ以上、さらに好ましくは９０μｍ以上であ
る。なお、上記歪取焼鈍は、一般的な条件、例えば、均熱温度が７００～９００℃、均熱
時間が１０～３００ｍｉｎの条件で行うことができる。
【実施例１】
【００６３】
　表３に示した各種成分組成を有するスラブを１１００℃×３０分の再加熱後、熱間圧延
して板厚１．８ｍｍの熱延板とし、連続焼鈍炉で、１０２０℃×２０秒の均熱処理後、２
０℃／ｓｅｃで冷却する熱延板焼鈍を施した後、酸洗してスケールを除去し、冷間圧延し
て最終板厚０．２０ｍｍの冷延板とした。ここで、上記冷間圧延では、４スタンドのタン
デム式圧延機を用い、＃２スタンドの出側板温が１６０℃となるように圧延速度とクーラ
ント量を調節して圧延を行った。次いで、上記冷延板に対して、乾燥窒素－水素雰囲気中
で１０００℃×３０秒の仕上焼鈍を施し、絶縁コーティングを塗布して製品板とした。
【００６４】
　斯くして得た製品板について、エプスタイン試験で磁束密度Ｂ５０と鉄損Ｗ１０／４０

０を測定するとともに、仕上焼鈍板の板厚中心部における集合組織をＸ線で測定し、（｛
００１｝＜２５０＞、｛１１１｝＜１１２＞および｛００１｝＜１００＞のＸ線強度比を
、それぞれＳ，Ｍ，ＣとしたときのＳ／２Ｍ、Ｓ／５Ｃを求めた。その結果を表３に併記
した。この結果から、本発明に適合する成分組成を有する鋼板は、優れた磁気特性を有す
ることがわかる。
【００６５】
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【表３】

【実施例２】
【００６６】
　Ｃ：０．００１５ｍａｓｓ％、Ｓｉ：３．２ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．１８ｍａｓｓ％、
ｓｏｌ．Ａｌ：０．０００８ｍａｓｓ％、Ｐ：０．０７ｍａｓｓ％、Ｓ：０．００１５ｍ
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ａｓｓ％、Ｎ：０．００１８ｍａｓｓ％、Ｂ：０．００００１ｍａｓｓ％、Ｓｅ：０．０
０００１ｍａｓｓ％およびＳｎ：０．０６ｍａｓｓ％を含有し、残部がＦｅおよび不可避
不純物からなる成分組成を有する鋼スラブを１１００℃×３０分の再加熱後、熱間圧延し
て板厚１．６ｍｍの熱延板とした後、連続焼鈍炉で、１０５０℃×６０秒の均熱処理後、
２５℃／ｓｅｃで冷却する熱延板焼鈍を施した後、酸洗してスケールを除去した後冷間圧
延して最終板厚０．０５～０．５０ｍｍの冷延板とした。ここで、上記冷間圧延は、４ス
タンドのタンデム式圧延機を用い、圧延速度とクーラント量を調節して、＃３スタンド出
側の板温を表４に示したように調整した。次いで、上記冷延板に対して、乾燥窒素－水素
雰囲気中で１０００℃×１０秒の仕上焼鈍を施し、絶縁コーティングを塗布して製品板と
した。
【００６７】
　斯くして得た製品板から、外径４５ｍｍ、内径３３ｍｍの寸法のリング試料を打ち抜き
、これを１０枚積層した後、１次巻線および２次巻線をそれぞれ１００ターン巻いて、磁
束密度Ｂ５０および鉄損Ｗ１０／４００を測定した。また、仕上焼鈍後の鋼板の板厚中心
層における集合組織（Ｓ／２Ｍ、Ｓ／５Ｃ）をＸ線で測定し、それらの結果を表４に併記
した。この結果から、本発明に適合する条件で製造した鋼板は、磁束密度が高く、優れた
磁気特性を有していることがわかる。
【００６８】
【表４】

【実施例３】
【００６９】
　表５に示した成分組成を有するスラブを、１１２０℃の温度に２０分間の再加熱した後
、熱間圧延して板厚１．７ｍｍの熱延板とした。次いで、連続焼鈍炉で９９０℃×４０秒
の均熱後、２３℃／ｓｅｃで冷却する熱延板焼鈍を施し、酸洗し、冷間圧延して最終板厚
が０．１４ｍｍの冷延板とした。この際、上記の冷間圧延においては、４スタンドのタン
デム圧延機を用い、２パス目の出側温度が１５０℃となるように、圧延速度とクーラント
量を調節した。次いで、上記冷延板に対して、乾燥窒素－水素雰囲気中で、表５に示す温
度で３０秒間均熱する仕上焼鈍を施した後、絶縁被膜を被成して製品板とした。
【００７０】
　上記のようにして得た製品板について、エプスタイン試験で磁束密度Ｂ５０と鉄損Ｗ１

０／４００を測定した。
　また、上記製品板の圧延方向断面の平均結晶粒径を切断法で測定するとともに、板厚中
心層における集合組織（Ｓ／２Ｍ、Ｓ／５Ｃ）をＸ線で測定した。
　また、ＪＩＳ５号引張試験片および疲労試験片（平行部の幅１０ｍｍ、長さ２００ｍｍ
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、平行部を８００番のエメリー紙で研磨）を作製し、室温で引張試験を行い、０．２％耐
力を測定するとともに、疲労試験を実施し、疲労限度を測定した。ここで、上記疲労限度
の測定は、応力比０．１（引張－引張）、周波数２０Ｈｚ、最大繰り返し数１０７回の条
件とした。
　さらに、上記製品板に、Ｎ２雰囲気下で７８０℃×２ｈｒの歪取焼鈍を施し、上記と同
様にして、磁気特性、平均結晶粒径および集合組織（Ｓ／２Ｍ、Ｓ／５Ｃ）を測定した。
【００７１】
　上記の測定結果を表５中に併記した。この結果から、本発明に適合する成分組成の鋼板
は、仕上焼鈍温度が９００℃以上では疲労限が低下しているが、仕上焼鈍温度を９００℃
未満とすることで、高い疲労限度を確保できていることがわかる。また、上記鋼板は、歪
取焼鈍後により、優れた鉄損と磁束密度を得ることができている。
【００７２】
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